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○はじめに

本受入計画は、四国電力株式会社伊方原子力発電所において原子力災害が発生又は発生

するおそれがある場合 (以下「原子力災害発生時等」という。)において、関係市町の住
民等が原子力災害射策指針で定めるEAL(Emergency Action Level:緊急時活動レベル )
又はOIL(Operational lntervention Level)に 基づく避難や一時移転等 (以下「避難

等」という。)を行 う際に、鬼北町 (以下「当町」という。)が国、愛媛県 (以下「県」と
いう。)及び宇和島市の要請により、避難等をする住民等 (以下「避難者」という。)の受
入支援を行うために取り組む具体的な対策について定めるものである。

本計画に定めがない事項については、「鬼北町地域防災計画」等を準用する。

○本計画の適用及び修正

本計画は、愛媛県地域防災計画及び愛媛県広域避難計画に基づき、県の要請により「緊

急防護措置を準備する区域 (UPZ:Urgent Protect抒 e Action Planning Zone)」 に指定され

ている宇和島市からの避難者が当町内に避難等をする場合であつて、かつ当町内が地震等

により大きな被害を受けていない場合に適用する。当町内に地震等被害がある場合には、

可能な範囲で避難等受入に協力することとする。

なお、本計画は、随時検討を加え、必要に応じ修正を行 うものとする。

(参 考 )「 避 難 」 と 「一時移 転」 につ いて

災害封策基本 法上 の避難 を、原子 力 災害紺策指針 に基づ き、「避難 」と「一時移転」
の 2類 型 に分類
・避  難 :空 間放射線 量 率等 が高 い又 は高 くな る恐れ の あ る地 点 か ら速や か に 1対任

れ るた め緊急 で実施 す る防護 措置
。一時移 転 :緊 急 の避難 が必要 な場合 と比較 して空 間放 射線 量 率等 は低 い地域 では

あ るが、 日常生活 を継続 した場合 の無 用 の被 ば くを低 減 す るた め、一

定期 間の うちに 当該 地域 か ら離れ るた めに実施す る防護 措置

1



第 1章 基本的事項
原子力災害発生時等における姑応体制や防護措置を実施する基準など、基本的な事項は

本章に定めるものとする。

1.1 原子力災害対策特別措置法による原子力災害発生時等の対応体制

原子力災害対策特別措置法に基づき、原子力規制委員会が原子力緊急事態の発生を認め

た場合、内閣総理大臣が原子力緊急事態宣言を行い、原子力災害対策本部等が設置される。

原子力災害姑策本部設置後における対応体制は下記図 1の とおりであり、防護措置の実

施に当たり、避難元市町と受入市町に関する調整は原則として県が行 う。なお、愛媛県か

らの要請を受けて、大分県の避難受入先については、大分県が大分県内市町村と調整のう

え、愛媛県へ連絡する。

避難

避難受入要請

○実動組織

(自 衛隊、草争察、消防、海上保安庁等)

①指定公共機関

(日 本原子力研究開発機構、放射線医学総合研究所等)

図 1 原子力災害時の対応体制

避
難
指
示
等
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原子力災害対策本部

本部長 :内閣総理大臣

原子力災害現地対策本部

本部長 :内閣府副大臣

構成 :関係省庁、県市町等要員が緊急時

に参集。各機能班で活動

合同対策協議会を開催

連絡調整

原災本部事務局

(官邸、ERC)

緊急時モニタリングセンター

一部権限の委任

避
難
指
示
等

愛媛県現地

災害対策本部

重点市町

連絡要員

重点市町

災害対策

本部
関係県、

実動組織

連絡員

大分県連絡員

連絡調整

避難

指示等大分県災害

対策本部 ・県地方災害
対策本部支部

愛媛県県災害対策本部
本部長 :知事
構成 :関係部署

受入市町災害

対策本部

重

点

市

町

住

民



1.2 原子力災害対策指針が定める原子力災害発生時等の防護措置

原子力災害対策指針において、緊急事態の初期対応段階においては、放射性物質の放出

開始前から、事態に応じた防護措置を講じることとしている。具体的には、原子力発電所

の状況に応じて緊急事態を 3つに区分している。

施設欺地緊急事態要避真催者(※。

の避難・屋内退避の準備
施設敷地緊急事態要避難者(×。の
避難・屋内退避

住民の避難の準備

安定ヨウ素剤の服用の準備 安定ヨウ素剤の服用

住民の避難

屋内退避の準備 屋内退避

※1    
鍵 ど聖だ諄2日だ爾控解 力施設の状捌 こ応じて対策するよ上 輸

嚢:(  と通警ヲ上房辞鵠    腿 煽書Υ丁冦農サ政蓼胎 まられ 避ヽ難行動
安定ヨ :ク素斉Jを        い

笑格蒸縁繁蒸薯
ヨ iア素剤の服用が不適切な者のうち、

※4響 髯撃な戦悪で考忌吝蹴 擢蕩鮮琴ξ電写覧犀諺弓尋?燃 (           り。
※5         事態の進展等に応

要に応じて住民等イ

図 2 原子力災害対策指針に基づく[ALの考え方

放射性物質の放出に至った場合には、緊急時モニタリングの結果に基づき、高い空間放

射線量率 (OIL l)が計測された地域においては、被ばくの影響をできる限り低減する観

点から、数時間から1日 以内に避難等の緊急防護措置を講じることとしている。また、そ

れと比較して低い空間放射線量率 (OIL 2)が計測された地域においても、無用な被ばくを

回避する観点から、 1週間以内に一時移転等の早期防護措置を講じることとしている。
また、飲食物等については、放射性核種ごとに濃度基準を設け、摂取制限を実施する(OIL

6)。

※ OIL(operational lntervention≧eVel):運用上の介入レベル

放射線モニタリングなどの計測された値により、避難や一時移転等の防護措置を実施する

ための判断基準
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UPZ圏 外
30km～

UPZ圏 内
5km-30km

緊魚防誌措置

500 μ Sv/h超過

数時間内を目途に区域を特定

早期防言奎措置
20 μ Sv/h超過

1日 内を目途に区域を特定

飲食物侵取制限
[欲食物にFるスクリーニンク基準]

0.5μ Sv/h超過

数国内を目途に飲食物中の放射
性核種濃度を測定すべき区域を
特定

生週間程度内を目途に飲食物中の
放射性核種濃度の測定
実施

と分析を

基準を超えるものにつき摂取制限
を迅速に実施【OIと 6】

避難(移動が困難な者の一時屋内
退避を含む)の実施【O!Ll】

対象地域の生産物の摂取を制限
【OIL2】

対象地域の住民を、1週間程度内
に一時移転【OIL2】

赳難等される住民等を対象に避難退域時検
査を実施して、基準を超える際は簡易除染
【OIL4】

UPZ圏内と同じ

図 3 原子力災害対策指針に基づくUPZの防護措置の考え方 (OIL)

基準の種類 基準の概要 初期設定値※1 防護措置の概要

緊
急
防
護
措
置

OI Ll

地表面からの放射線、
再浮遊 した放射性物
質の吸入、不注意な経
口摂取による被ばく
影響を防止するため、
住民等を数時間内に
避難や屋内退避等さ
せるための基準

500 11Sv/h

(地上 lmで 計測した場合の空間放射
線量率※2)

数時間内を目途
に区域を特定し、
避難等を実施。
(移動が困難な者
の一時屋内退避
を含む)

OI L4

不注恵な経口摂取、皮
膚汚染からの外部被
ばくを防止するため、
除染を講 じるための
基準

βわミ:40, 000 cpxn※ 3
の検出器の計数率)(皮膚から教 cmで

避難基準に基づ
いて避難 した避
難者等をスクリ
ーニングして、基
準を超える際は
迅速に除染。

β線 :13,000 cpm※ 4【 1ケ 月後のイ直】
(皮膚から数 cmでの検出器の計数率)

早
期
防
護
措
置

O I L 2

地表面からの放射線、
再浮遊 した放射性物
質の吸入、不注意な経
口摂取による被ぼく
影響を防止するため、
地域生産物※5の摂取
を制限するとともに、
住民等を 1週間程度
内に一時移転させる
ための基準

20ュSv/h
(地上 lmで 計測した場合の空間放射
線量率※2)

1日 内を目途に
区)或を特定し、地
域生産物の摂取
を制限するとと
もに 1週 間程度
内に一時移転を
実施。

飲
食
物
摂
取
侑J
限
※
7

飲食物に係る
スクリーニンク
ヾ
基準

O I L6に よる飲
食物の摂取制限を判
断する準備として、飲
食物中の放射性核種
濃度測定を実施すべ

き地域を特定する際
の基準

0.5 μSv/h※ 6
(地上 lmで 計測した場合の空間放射
線量率※2)

数 日内を目途に
飲食物中の放射
性核種濃度を測
定すべき区域を
特定。

O I L 6

経 口摂取による被ば
く影響を防止するた
め、飲食物の摂取を制
限する際の基準

核種※8 飲料水
牛乳・乳製
品

野栗類、殺
類、内、卵、
魚、その他

1週 間内を目途
に飲食物中の放
射性核種濃度の
測定と分析を行
い、基準を超える
ものにつき摂取
制限を迅速に実
施。

放射性ヨウ素 300 Bq/kg 2,000
Bq/k冨※9

放射性セシウ
ム

200 Bq/kg 500 Bq/kg

ブル トニウム
及び超ウラ
ン元素のアル
ファ核種

l Bq/kg 10 Bq/kg

ウラン 20 Bq/kg 100 Bq/kg
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※ 1「 初期設 定値 」 とは緊急 事態 当初 に用 い るOILの 値 であ り、地上沈着 した放射性
核種組成 が明確 にな った時点 で必要 な場合 には OILの 初期 設 定値 は改定 され る。

※ 2 本値 は地上 lmで 計測 した場合 の空間放射線 量率 で あ る。 実際 の適用 に あた つて
は、空間放射線 量率計測機器 の設置場所 にお ける線 量率 と地上 lmで の線 量 率 との
差異 を考慮 して、判 断基準 の値 を補 正 す る必 要 が あ る。 OIL lに つ いては緊急 時モ
ニ タ リングに よ り得 られ た空間放射線 量率 (1時 間値 )が OILlの 基準値 を超 えた場
合 、 OIL 2に つ いて は、空 間放射線 量 率 の時間的・ 空 間的 な変化 を参照 しつ つ 、緊
急 時モニ タ リングに よ り得 られ た空 間線 量率 (1時 間値 )が OIL 2の 基準値 を超 え
た ときか ら起算 して概 ね 1日 が経過 した時点の空間放射線 量 率 (1時 間値 )が OIL
2の 基準値 を超 えた場合 に、防護措置 の実施 が必要 で あ る と判 断す る。

※ 3 我 が国 において広 く用 い られ てい る β線 の入射 窓 面積 が 20cm2の 検 出器 を利 用 し
た場合 の計数 率 で あ り、表 面汚染密度 は約 120Bq/cm2相 当 とな る。
他 の計測器 を使 用 して測 定す る場合 に は、 この表 面汚染密 度 よ り入射 窓 面積や検
出効 率 を勘案 した計数 率 を求 め る必 要 があ る。

※ 4 ※ 3と 同様 、表 面汚染密度 は約 40Bqん m2相 当 とな り、計 測器 の仕様 が異 な る場合
には、計数 率 の換算 が必 要 で あ る。

※ 5「 地域生産物 」 とは、放 出 され た放射性 物質 に よ り直接 汚染 され る野外 で生産 さ
れ た食 品で あって、数週 間以 内に消費 され るもの (例 えば野菜 、該 当地域 の牧 草 を

食 べ た牛 の乳 )を い う。
※ 6 実効性 を考慮 して、計測場所 の 自然放射線 に よるバ ンクグ ラ ウン ドに よる寄与 も
含 めた値 とす る。

※ 7 1AEAで は、 OIL6に 係 る飲食 物摂 取制 限が効果 的 かつ効 率 的 に行 われ るよ
う、飲食物 中の放射性核種濃度 の測 定 が開始 され るまでの間 に暫 定的 に飲食 物摂 取
制 限 を行 うとともに、広 い範 囲にお け る飲食 物 のス ク リーニ ング作業 を実施 す る地
域 を設 定す るた めの基準で あ る OIL3、 その測 定のた めの ス ク リーニ ング基準 で
あ る OIL5が 設 定 され て い る。ただ し、OIL3に つ いて は、 IAEAの 現在 の
出版 物 にお いて 空 間放射 線 量率 の測 定結果 と暫 定 的 な飲 食 物 摂 取制 限 との 関係 が
必ず しも明確 で ない こ と、また、OIL5に つ いて は我 が国 において核種 ご との濃
度測 定 が比較 的容易 に行 える こ とか ら、放射性核種 濃度 を測 定すべ き区域 を特 定す
るた めの基 準 で あ る 「飲食 物 に係 るス ク リーニ ング基 準」 を定 める。

※ 8 その他 の核 種 の設 定 の必 要性 も含 めて今 後検討 す る。 その際 、 IAEAの GSG
-2に お け る OIL6値 を参 考 と して数値 を設 定す る。

※ 9 根菜 、芋類 を除 く野菜類 が対象

表 1 原子力災害対策指針に基づくOILの具体的基準と防護措置

なお、愛媛県伊方町における PAZ以西の佐田岬半島地域においては、PAZに準じた避難

等の防護措置を準備する「予防避難エリア」と定めている。
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第 2章 避難受入支援に関する事項
原子力災害等発生時等に避難元市町の住民が避難等の指示を受けた場合において、当町

が行 う基本的な事項は本章の定めるところによる。

避難元市町と受入市町に関する調整は原則、県が行う。

2.1 避難の流れ

原子力災害等発生時等において、国や県からの避難等に係る指示等により避難等をする

宇和島市からの避難者の流れは図 4の とおりであり、宇和島市からの避難等予定者数は表

2の とおりである。

自家用車等で移動

徒歩、自家用車等
ハ・ス等で移動

で移動

※1放射性物質放出後、olLに基づく防護措置としての避難等の際に、避難や一
時移転される方の汚染状況を確認することを目的として実施される検査
※2避難先の振分け等のため、受入れ自治体の判断により設置するもので必須
のものではない

図4 原子力災害発生時等における避難の流れ

表 2 宇和島市の避難等予定者数 (平成 28年 4月 1日 時点)

6

避

難

経

由

所

※
２

赳
難
所
又
は
福
祉
避
難
所

避難元市町

星 一

時

集

結

所

赳
難
退
域
時
検
査

※
１

UPZ圏内避難等予定者数 うち、鬼北町受入予定者数

宇和島市 4, 263人 4 263人



2.2 原子力災害発生時等における当町及び宇和島市の対応

応急対策

(放射性物質放出前 )

EAL(AL)

(警戒事態 )

EAL(SE)

(施設敷地

緊急事態 )

EAL(GE)

(全面緊急事態 )

宇
不日
島
市
の
対
応

○県、受入れ市町

との連絡体制

の確立

○県への連絡

○県への連絡

O UPZ住民の屋
内退避準備

○避難の実施に

より健康リスク

が高まる避難行

動要支援者の

宇和島市にお

ける屋内退避

施設の設営準

備※3

○県への連絡

O UPZ住 民の屋
内退避※ 1

O UPZ住 民の避
難 等 の準備 ※

1・ 2

○避難の実施に

より健康リスク

が高まる避難行

動要支援者の

宇和島市にお

ける屋内退避

施設での受入

れ※3

○受入市町にお

ける避難所等

の設営準備の

協力※4

当
町
の
対
応

○県、宇和島

市との連絡

体制の確立

同左

○受入支援体制

の立ち上げ

O UPZ住 民の受
入準備※ 1・ 2

0当町における避
難所等の設営

準備※4

応急対策

(放射性物質放出後)

OILlによる避難

又は

OIL2による一時移転

OILlに よる避難又は
OIL2による一時移転の

指示がなされた

避難元市町村の対応

O県への連絡

OOILlに応じた UPZ―
部住民の避難の実施

※ 1

OOIL2に応じた UPz一
部住民の一時移転の

実施※ 1

0避難の実施により健康
リスクが高まる避難行

動要支援者の宇和島

市における屋内退避施

設の運営※3

○受入市町における避難

所等での受入れ及び

運営の協力

OILlに よる避難又は
OIL2による一時移転の

指示がなされた

避難元市町村の

受入市町村の対応

OUPZ住民の受入れ※1

0当町における避難所等
での受入れ及び運営

※1 宇和島市での幼稚園の園児、学校の児童・生徒、医療機関の入院忠者、社会福祉施設の入所者等は各施設の避難

計画に従つて対処する。

※2 UPZでは、原子力施設の状況に応じて、放射性物質の環境への放出前の段階において段階的に避難を行うことも
ある。

※3 避難の実施により健康リスクが高まる避難行動要支援者等は、輸送等の避難準備が整 うまで屋内退避を行う。
※4 当町は、県又は宇和島市からの要請により避難所等の設営準備を開始する。

表 3 原子力災害発生時等における当町及び宇和島市の対応
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2.2.1 警戒事態

(1)国からの要請

国は、警戒事態が発生した場合には、原子力規制委員会 。内閣府原子力事故合同警

戒本部及び原子力規制委員会・内閣府原子力事故合同現地警戒本部を設置し、UPZ内

の地方公共団体に対し、連絡体制の確立等必要な体制をとるよう要請する。

(2)連絡体制の確立

当町は、県から警戒事態の連絡を受けた場合は、県及び宇和島市等との連絡体制を

整える。

2.2.2 全面緊急事態

(1)国からの指示

全面緊急事態に至った場合には、内閣総理大臣は、原子力緊急事態宣言を行い、原

子力災害対策特別措置法第 15条第 3項に基づき、県及びUPZ市 町に対し、屋内退
避に関する指示などの緊急事態応急姑策に関する事項を指示するとともに、原子力災

害対策本部及び原子力災害現地対策本部を設置する。

(2)受け入れ体制の立上げ及び受入れ準備

全面緊急事態に至った場合には、当町は、県又は宇和島市からの要請により、UP
Zの住民の受入れ体制を立ち上げるとともに、受入れのための避難所等の設営準備を
開始する。

2.2.3 01Lに 基づ く避難等

(1)国からの指示

放射性物質が放出された後は、原子量災害対策本部は、県及び市町に対し、緊急時モ

ニタリングの結果に応じたOILに 基づき地方公共団体が行 う避難、一時移転等の緊急
事態応急姑策の実施について、指示、助言等を行 う。

(2)避難者の受入

当町は、OILに 基づく避難等が指示された場合には、県又は宇和島市からの要請
により、避難等の指示を受けた住民の受入れを行 う。

(3)避難退域時検査等

県及び事業者等は、放射性物質が放出された場合には、UPZの 避難者に尉する放
射性物質による汚染状況を確認するため、避難退域時検査等を行 う。当町は放射性物

質の放出後にUPZ内 等からの避難者を受け入れる場合には、避難退域時検査場所で
避難退域時検査及び簡易除染 (以下「避難退域時検査等」という。)を受けているか
について、避難経由所や避難所等で通過証等により確認する。
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その際、避難退域時検査場所を通らずに避難するなど、当該避難者が通過証等を持

つていない場合には、当町は、必要に応じて町が指定する場所において、避難退域時

検査等を実施し、放射性物質による汚染状況を確認する。

避難退域時検査等の結果、簡易除染を行つてもなお判断基準 (OIL4)を超過してい

る場合には、県に相談のうえ、除染等が可能な医療機関等を紹介する等適切な対応を

とる。

2.3 避難経由所、避難所の開設及び運営等

(1)避難経由所、避難所等の開設は、県からの要請を受けて、当町が行 うものとする。
(2)避難開始当初は県及び避難元市町は住民避難に全力をあげなければならないため、
避難経由所、避難所等の開設・管理、避難者の誘導等、避難者の受入業務について

は、当町が主体的に対応するものとする。

(3)状況に応じて、避難経由所を開設し、順次、必要な避難所等を段階的に開設し、避
難住民を避難所へ誘導するものとする。

(4)避難に際しては、避難元市町職員が避難経由所や避難所等へ住民と同行するととも
に、当町と避難者のパイプ役を担うものとする。

(5)避難開始直後からできるだけ早期に、各避難所等へ避難元市町職員を派遣してもら
い、当町から避難元市町に避難所等運営の移管を完了させるものとする。この場合、

避難者、避難元市町職員、ボランティア等による避難所の自主運営体制に移行する

ものとする。

(6)避難者への医療・健康相談等について、適切に対応できるよう相談窓口を設置する。
放射線影響に関する健康管理の相談は県、国の支援を受けながら対応するものとす

る。

(7)避難所等の施設管理自体は、避難所等の運営体制にかかわらず、施設管理者が引き
続き行 うものとする。

(8)複合災害等による避難等により、町の避難場所が不足する場合は、県有施設を避難
所等に活用するほか、二次避難先の調整について県に要請する。
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資料 1 主な関係機関連絡先一覧

(1)愛媛県

(2)市町

(3)原子力事業者

(4)警察 日消防機関

名称 所在地 連絡先 備考

県民環境部防災局

原子力安全対策課
松山市一番町 4丁目 4-2 089-912-2341

県民環境部防災局

防災危機管理課
松山市一番町 4丁目 4-2 089-912-2335

保健福祉部管理局

医療対策課
松山市一番町 4丁目牛2 089-912-2445

南予地方局

総務県民課防災対策室
宇和島市天神町 7-1 0895-28-6103

名称 所在地 連絡先 備考

宇和島市

総務部危機管理課
宇和島市曙町 1 0895-49-7006

宇和島市

三間支所

宇和 島市 三間町宮野下

835
0895-58-3311

宇和島市

吉田支所

宇和島市吉田町東小路甲

106
0895-52-1111

松野町

総務課危機管理室
松野町大字松丸 343 0895-42-1111

名称 所在地 連絡先 備考

四国電力lttl伊方発電所

広報課

西 宇 和 郡 伊 方 町 九 町

3-40-3
0894-39-1701

四国電力l抑

宇和島支店
宇和島市鶴島町 1-28 0895-22-2223

名称 所在地 連絡先 備考

愛媛県宇和島警察署

警備課
宇和島市並松 2丁目 1-30 0895-22-0110

愛媛県宇和島警察署

鬼北交番
鬼北町大字芝 225-1 0895-45-1144

宇和島地区広域事務組合

消防本部警防課

宇和島市丸之内 5丁 目
1-18

0895-20-0119

宇和島地区広域事務組合

鬼北消防署
鬼北町大字芝 222-1 0895-45-2461
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資料2 避難先候補施設一覧

No. 施設名 所在地 電話番号
屋内有効

面積 (浦 )

屋内収容

人数 (人 )

1
愛媛県立北宇和高等

学校
近永 942 0895-45-1241 988 494

2 広見保健センター 近永 80-4 0895-45-1111 192 96

3 日吉保健センター 下鍵山 299 0895-44-2250 450 225

4 鬼北町立広見中学校 永里予市 1200 0895-45-1135 1,288 644

5 鬼北町立日吉中学校 下鍵山 816 0895-44-2023 522 261

6 鬼北町立近永小学校 奈良 3774 0895-45-0035 520 260

7 鬼北町立好藤小学校 内深田 805-1 0895-45-0077 375 187

8 鬼北町立愛治小学校 清水 351 0895-46-0007 554 277

9 鬼北町立三島小学校 更ニサI143-1 0895-48-0011 579 289

10 鬼北町立泉小学校 岩谷 233-6 0895-47-0518 520 260

11 鬼北町立日吉小学校 下鍵山 807 0895-44-2017 1,841 920

12 鬼北町立中央公民館 近永 800-1 0895-45-1111 918 459

13 広見体育センター 近永 800-1 0895-45-1111 568 284

14 鬼北町立近永公民館 近永 797 0895-45-1111 550 275

15 好藤公民館 内深田 1174 0895-45-0439 295 147

16 愛治公民館 清水 1043 0895-46-0001 384 192

17 三島公民館 小松 1523 0895-48-0111 298 149
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No. 施設名 所在地 電話番号
屋内有効

面積 (浦 )

屋内収容

人数 (人 )

18 泉公民館 岩谷 275 0895-45-0353 249 124

19 日吉住民センター 下鍵山 463 0895-44-2211 480 240

20
農林業者トレーニンク

゛
センタ
下鍵山 734 960 480

21 鬼北総合公園体育館 永野市 1290-1 0895-45-3956 3,887 1 943

合計 16,418 8,206
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資料3 避難者名簿(世帯票)

現在寝泊りしてい
る場所 (避難所名、
自宅、親類宅等 )死 亡不 明

安否の確認

無事つ
他

妊産
婦

障が
い者

居住の可否 (可 口否 )
全壊 口半壊 ロー部損壊 口被害なし
(半壊ロー部損壊の場合)

寝泊りできる 口 寝泊りできない 口 わからない
断水 ・ 停電 ロガス停止 口電話不通

配慮の区分

要介護
高齢者

自治組織区・組

車種 ナンバー

有 (種類 ) 匹 鉦
小

家屋の被害
状況

資格口特技
等

車

ペット

職業
(勤務先、学
校口学年 )

年齢

電話番号

生年月日性別続柄

年   月   日

電話番号
(自宅と携
帯 )

氏名

住所

検査済  ・ 未済

ふりがな
氏  名

ビ帝主

入所年月日

家族
構成

住所

緊急連絡先
※必ず記入願します

避難者一覧の掲示口公開 同意する 同意しない

避難退域時検査

の所持、福祉サービスの利用、集団生活の不安、避難所において希望すること (通院治療口月R薬の有無、各種障がい者手帳特に避難所生活において配慮を希望する
と、同行していない家族情報など)

年  月  日

携帯番号

退所年月日

退所後住所

退所後連絡先 (電話番号)

備   考



資料4
避難所名

避難者名簿一覧表

安否情報
提供の
可否

退出先退出日
雌剛
時
絲

話
通
電
不

停電

ライフラインの状況

断水
し

被蓋な
半壊等

家屋の被害状況

全壊その他乳幼児妊産婦
障が
い者

配慮の区分

要介護
高齢者

TEL住 所世帯主職業年齢性別避難者氏名入所日

μ
ト
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129,648

山

123

11,948

7,262
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伊方町
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資料5-2  避難市町人口及び避難先候補施設

墨寺尋彗 日…第1避難先候補施設ヘ
● 口…第2避難先候補施設ヘ

平成28年 4月 1日 時点

<避難市町>
(原子力災害対策重点区域人口)

伊予市 759

伊方町 10,064

八幡浜市 35,643

大洲市 41,851

西予市 29,050

内子町 123

合計 121,753

<避難市町内避難先候補施設>
(原子力災害対策重点区域外 )

伊予市 43 19,914

<広域赳難 第1避難先候補施設>
<広域避難 第2避難先候補施設>

松前町 13 10,758

大分県 224 103,102

今治市 53 21,037

上島町 30 9,119

松山市 170 129,648

新居浜市 76 30,464

四国中央市 61 26,665

西条市 87 38,460

東温市 21 14,272

砥部町 17 11,899

久万高原町 27 8,108

松野町 4 1,979

鬼北町 21 8,206

愛南町 53 11,877

広域赳難 合計 1,698 893,229

|

|

モ

！

≧

．
「

　

　

　

”
聾

軍

ゴ

ξ

|
大洲市 23 7 262

西予市 34 11,948

内子町 25 14,502

※ 上記避難先候補施設に赳難できなし

避難市町 合計 188 86,635

杵|‖,T I!||lr,外 ,ィ !|

宇和島市 4,263

宇和島市 63 33,009

山口県※ 841 467,635
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資料5-3
うわしま し

宇和島市におけるUPZ向から避難先までの主な経路

>地域毎にあらかじめ避難経路を設定。自然災害等によりその避難経路が使用できない場合は、他
の経路により避難を実施。

市晦置難研煙脅口所
(宇和島市三間町他 )

曹  頓
に

=「
ときぼくちょう  まつiのちよう

応じ、鬼北町、松野町へ

ド
ミ

「伊方地域の緊急時対応」より抜粋

地区の避難経路

麗電贔再曇暮磐編薪 弓飾 洵
Jこ
・
:'日 4ド

コスモスホー

奥南、喜佐方地区の避難経路
県道273号→県道272号→国道56号→

履聾磐訴誰評3昂弓,望啓¬撃詳
剛時

【凡例】

:避難退域時検査場所 (候補地 )

翔I早

UPZ |■■l

↓

広域    箇所
4箇所

P

)
gi

t■ドD ′1手ぅ〔B市ロ

名 こI卜
1:・ i

あいなんちょう

(※ )状況に応じ、愛南町
中

　

　

　

順満

111｀
「f口報if げ

↓

広域    箇所

量南町への避難経路   み
避難退域時検査場所 (コスモスホール三
→高速道路→国道56号

ま

間 )

ri_

軸

国道378号→県道272号→国道56号

覇暴寝誓緊錦 耳齢 評

区の避難経路




